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【資料】
「日本の自動車ーあるソ連新聞記者から
見た13本自動車工業論ー」
井上昭一
今年 (1991年）の 8月19日，ソヴィエトで発生した，いわゆる「クーデタ
ー」は世界中を震撼させ，その余震は政治的，経済的，イデオロギー的に日
増しに強くなっている。
政治的には，従来ソ連邦を構成していた15共和国のうちリトアニア，ラト
ビアならびにエストニアのバルト 3国の独立と国連加盟 (9月17日），ソ連
邦のうち最大の領土や経済力を背景にしてロシア共和国を率いるエリツィン
大統領の政治的野望や策動，ロシア共和国に次ぐ勢力を誇るウクライナ共和
国の国民投票による圧倒的多数での独立容認，ソ連邦の団結・維持を存続さ
せようと図るゴルバチョフ・ソ連大統領の苦悩。
経済的には，「すでに破産宣告されたに等しい」ソ連の窮状に対して， ァ
メリカ合衆国を中心として， 「あらゆる思惑の絡んだ」支援策が次々と打ち
出されているし，今後も「援助」の手が差しのべられよう。
ワルシャワ条約機構が実質的に解体されてしまったなかで，西側の軍事機
構，つまり北大西洋条約機構 (NATO)の動向も目が離せない。
とはいえ，わたくしはソヴィエトに関する専門家ではなく，その政治や経
済の仕組みなどに関心をもってはいるものの，体系的な知識を持ち合わせて
いない。したがって，これ以上，ソヴィエトに固有の問題について論及する
ことは避けなければならない。
さて本資料は，ソヴィエト国内で，政治的，経済的，軍事的，さらにはイ
デオロギー的などあらゆる面からみて「内乱」の因子を卒み一触即発の危機
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の状態にありながらも，まだ今回の「クーデクー」のような形をとって顕在
化しなかった1990年の 3月に，『イズベスチャー』 (l13BECTl1月）紙の東京
特派員エス・アガフォノフ (C.Af A<l>OHOB)が同紙に「日本の自動車」
（苅IOHCKl111ABTOMOBHJlb) と題して投稿した一連の記事 (3月6日
~12日）を抄訳し，紹介したものである。
日本の自動車メーカーによる完成車輸出が世界の自動車メーカーと「特別
な緊張関係をおこしていない」など，事実に反する乱暴な論述もあるが，他
方では新奇さに欠ける描写であるとはいえ日本の自動車工業の諸特徴—品
質重視，エレクトロニクス化の推進，新素材開発，生産の系列化・下請化に
みられるビラミッド型機構など一についてかなり的確に掘んでいる。
いままでに，ソヴィエトの学者・研究者やジャーナリストが日本の自動車
（工業）について論じたものは，その数においてかなり多い。しかし， 日本
の自動車（工業）とソヴィエトのそれとの差，つまり彼我の差に関して「ソ
ヴィエトは日本から何年遅れているのだ」「永遠にだ」などと， 率直かつ大
胆に述べたものは少ないと思う。紹介するゆえんである。
くどのようにしてこの部門が生まれたか＞
ー1990年 3 月 6 日—
故郷の新聞から自動車をテーマにして記事を書くように委託された時，ゎ
たくしは嬉しく幸せな気持ちになった。何故ならば，この天恵の主題は読者
の強い執念と注目という運命を背負っていて，関心の境界を持たず，魅力的
な細目で満ち満ちており， しかもすぐ家一一この家が，年間 1,300万台程の
数百種類の自動車を生産する国にある限りー~の外にあるからである。この
国で生産される車の半分以上は世界各国に輸出されており，特別な緊張もな
く，世界の自動車に対して勝利の栄冠を維持している。すでにこの地（日
本）の自動車新製品に関する簡単な描写でさえ推理小説のようにわれわれを
魅了することができ，デザイナーらの今後の課題について語ることは，あら
「日本の自動車ー一あるソ連新聞記者から見た日本自動車工業論ー-J(# J:) (531)89 
ゆる科学のファンタジーにハンディをつけている。そしてさらに，統計に示
される裸の数字でさえ，国内に波紋や動揺を引き起こしうるのである。
しかし，このような熱狂的な感情は，わが祖国ソヴィエトの自動車実情と
比較考慮するとき，急激に萎え衰えてしまう。なぜ他国のものの長所につい
ての論述で心を痛めなければならないのであろうか。ただただ祖国の遅れを
強調するだけではないか。何がわれわれの家に加わるというのであろうか。
例えば日本の自動車の海には二つとして同じ「しずく」が存在しないとす
れば，すべての自動車は顧客の個々の注文によって分類されていることがわ
かるだろう。ユーザーが選択するのは色彩やスタイルだけではなく，実用的
なすべての車の「室内」を独自の好みに応じて注文するのである。それはエ
ンジンのターボ加速機にはじまり，コンビューターによる燃料注入装置，ガ
ラスの黒化の程度，内部のステレオ・システムのスビーカーの数にいたるま
で広範囲にまたがっている。
次の事情は，どのようにしてわれわれの「シグレ」や「ボルガ」の質に影
響するのであろうか。それは今年に始まったのだが，日本の自動車メーカー
各社はそれぞれの製品の保証期間を36カ月に延長した。それは単なる保証修
理ではなく，まさに「保証」，つまり徹底した約束の保証である。 この期間
中，所有者自身がけっして「車のボンネットを開けたり，スパナを持って腹
這いになる必要はない」という約束である。
このような問題からどこへも目をそらしてはならない。それは今日の日本
では，自動車についての概念そのものがわれわれの伝統的な考え方と異なっ
ているという事実から逃げてはならないのと同じことである。車の中で何も
壊れず，ゴムがあまりすり切れていず，そしてベンジンもそれほど薄められ
ていない限り，われわれにとって自動車は今までのところまだ「ぜいた＜
品」である。一方日本人にとって自動車は，個人あるいは家族の「カプセ
ル」である。それはあらゆる設備を持ち，維持するためには最少限の苦労だ
けですむ車輪のついた住居の一部分として，すべての普通の人にとって自然
で不可欠な「居住環境」の一部分として，そして家具のように 3年から 5年
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に一度，定期的に新車にとりかえられるものとしてみなされている。買い替
えるのは，それがもはや機能的に乗れなくなったからではなく，購入後6年
経つとこの「たいへん古い」車に合う部品がなくなってしまうからであり，
さらに 8~9年過ぎると法律の定めるところに則って，この車を廃棄処分す
るために余計なカネを支払わなければならなくなるからである。
彼我の相違点はこれだけにとどまらない。明確な形で日本とソヴィエトの
相違点を指摘する必要が生ずるときに， 悲しい問答小話（「われわれは， 何
年日本から遅れているのだろうか」一「永遠にだ」）が，常に脳裏に浮かぶ。
それでも日本の自動車について，あるいは諸現象についてどのように話すか
ということに工夫をこらすのは，生活が変化しやすいものであり，そしてソ
ヴィエトの自動車の将来の競争力について楽観的な考え方が今なお息づいて
いて，万事が「臨床のうわ言」として受けとられているわけではないからで
ある。
日本人はゼロから出発して，過去40年間一度もころげ落ちることなく，か
なり順調に山を登ることができた。彼ら日本人がどのようにして成功し，何
を犠牲にしてきたのか。これこそ注目に値いし，ソヴィエトに固有の不完全
性という急所に触れないような問いかけなのである。その点について論じて
みよう。
1910年，東京には総数でたった62台の自動車しか存在しなかったが， 10数
年後にはタクシーだけで600台を超え，街にはかなりの数のバスやトラック
が走った。
自動車製造についてのかなり遠い歴史にまで筆を運んだのはそれなりの理
由がある。概して言って，その歴史はもっとわれわれの生きている時代に近
ぃ，戦後に繰り返されるからである。この部門の輪郭は，今日，世界をその
明快な入念さと安定性で驚嘆させているが，まさにこの遠い歴史に日本の自
動車工業の基礎が据えつけられているのである。
何よりもまず日本の企業主らは，当初，外国の自動車会社や企業を日本国
内に浸透させるべく門戸を開き，完成品の輸入ではなく，日本に支店を設置
「日本の自動車一あるソ連新聞記者から見た日本自動車工業論＿」（井上） (533)91 
させることに重点を置いた。支店は，新しい市場に同化した「フォード」，
「クライスラー」，「シボレー」などの有力会社によって設けられた。「独立」
への機運や策動は，ずっと後になって日本人が技術や労働の方式，さらには
マネジメントに馴染むようになったときに始まった。そしてそれが紹介され
るまでにほぼ10年の時日を要した。
日本で最初の「フォード」工場が稼働したのは 1924年（大正13年2月17
日，横浜市子安に「日本フォード社」設立。当初資本金400万円，後に800万
円に増資。有名なT型車の組立生産に従事， 1940年閉鎖されて現在休眠会社
—注井上）のことであったが，最初の独立した日本の自動車会社（今日の
「ニッサン」）が登場したのは1933年で現「マツダ」とほぼ同時期に，そして
「トヨタ」はもっと後になって，ょうやく1937年に生まれた（豊田自動織機
製作所自動車部がトヨク自動車工業として独立。操業ー一注井上）。 自前の
自動車会社を創ることが， 1926年以来，官民一体となって目的意識を持ちつ
つ推進した，熱心な努力のそれなりの結果であったことをこの時期の際立っ
た特徴として強調しておきたい。
同じころ，ある自動車設計事務所と研究センターが大きくなった造船会社
（石川島造船のこと。そして石川島自動車製作所とダット自動車製造が合併
して現「いすゞ」が誕生ー一注井上）の傘下に現われた。その造船会社は，
日本経済のなかで主導的役割を果たし，将来の同分野での財政的・技術的な
「後見人」たるべき機能と宿命を負っていた。そのうえ日本政府は 1932年
に，外国製自動車と同部品の輸入税を吊り上げて，競争者への「酸素」給入
をせきとめたのである。
1936年には，自動車生産に関する特別の法律が採択された (7月11日，日
本政府は自動車製造事業法を制定し，自動車の製造を「ニッサン」と「トヨ
ク」に限定した。ただし，フォードに対しては 1万2,360台， GMには9,470
台の年産割り当てをなし組み立てを奨励した—注井上）。それは，自動車
工業という新分野が成長するための過保護状態をつくりだしたのである。
自動車工業分野における戦略の視点からみて重要なのは，内部競争に関す
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る日ソ間のいま一つの微妙な差異である。
われわれはともすれば，資本主義企業は独占を志向するものであると考え
る癖があるが，日本の場合についてみると，われわれは混乱に陥ることにな
る。それは従前から，在存するあらゆる経済部門の形成への独得の取り組み
方がこの国にあるからであろう。当該領域にいくつかの競争力をもつ企業を
設立すること，八方手を尽してこの競争を奨励すること，そして経済経営の
いかなる分野であれ，何らかの脅威が生じた場合には「沈むものの救済」の
ために緊急手段をとることが常態化しているためである。「一本足で支える
ことはまった＜頑丈にならない」という諺は，自動車を含む日本のあらゆる
産業にあてはまるだろう。
「ニッサン」「トヨタ」「マツダ」のビッグ・スリーが日本の地平線に姿を
現したのは実質的にはほぼ同じ時期であった。「ホンダ」「ミツビシ」「いす
」ゞもまた， 1950~60年代の第 2次自動車「戦争」時に，自動車工業が日本
経済の重要な部門を担うようになり，地位を固めた，ほとんど同世代の同志
といえよう。今日，この 6大メーカーは，完成車輸出の面で海外市場の拡大
に行き詰まっており，お互いに「抜きつ抜かれつ」しながら，自動車革命を
推進している。
日本の「オーケストラ」の中に，唯一人の「ソリスト」を探す必要はない
ことを認識することが肝要である。例えば「トヨタ」が今日，国内市場にお
いて記録的な販売シェアを占め，日本国内企業の中で最大の売上高を誇って
いるとしても，このことはけっして「トヨタ」が自動車部門で独占的な権限
をもっていることを意味するのではない。「トヨタ」は現時点では， 一線上
に並んだものの中では一番であるが，同社はその地位の権勢を実際に，刻一
刻とコンベアーからラインオフされる車の数，つまり買手からの注文を受け
て製造する車の台数で示しているだけである。
さてここで，歴史に話を戻して，次のことを述べておこう。
敗戦とアメリカ軍の占領によって灰塵と帰した日本の自動車工業は，その
後白紙の状態から復興したのであるが， 20世紀初期の草創期とほとんど同じ
「日本の自動車一ー あるソ連新聞記者から見たH本自動車工業論ー 一」（井上） (535)93 
図式に沿って，その形成期をくぐり抜けた。すなわち，輸出入許可制や外国
の技術導入のもとで生産が促進され，多くの部品や技術を輸入し，外国企業
の下に直属するという屈辱的な時代を越えて，その中で知らず知らずのうち
に独立への機運を熟成させていったのである。
1950年に日本で登場した自動車総数は約3万2,000台であった。 10年後に
はコンベアーから 48万2,000台が生み出され， 1963年には年間生産は 100万
台（ソヴィエトが現在とどまっている段階）を越えた。 66年には200万台，
68年300万台を突破した。 この勢いは驚嘆すべき速さで伸長し，国内では競
争制限のメカニズムが加わった。そして世界中で「新しい日本の奇跡」につ
いて語られだした時には，「時すでに遅し」であった。
日本の自動車は国境を越えて海外市場に参入し，旧世界にも新世界にも，
突破口を開いた。日本の最も重要な「武器」となったものは高品質，低コス
ト，技術の卓越さ，生産の組織性における優位さの確立などである。この点
については次回に触れよう。
＜品質の謎とその構成要素＞
ー 1990年 3月7日＿
公式資料によると，昨年 (89年），日本では5,000万人を超える自動車「人
ロ」によって， 57万件の道路交通事故が発生した。道路上の事故のうち 279
件―これは0.05彩弱に相当—しか自動車本体の修理不整備や欠陥と結び
ついていなかった。しかし日本人は，これを自動車国家が恥じなければなら
ない，そして許しがたい高い比率であると信じている。 ここ日本では実際
に， 10,000分の 5%は大きな欠点になるとみなされているのである。
いまから 1年半から 2年ほど前にかけて，「ニッサン」のモデルの 1つの
自動変速機に関する不愉快な出来事が一種のセンセーションをまき起こし
た。そのモデルは数年間シリーズに入っていたのだが，欠陥が発見された。
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同社はコンピューターでそのモデルの全所有者の住所のリストを抽出し，販
売した自動車すべてに対して無償で，徹底的な修理を実施した。しかし事は
これだけで終わらなかった。変速機部の検査は広大な「ニッサン」系列の全
代理店—国内，国外を問わず一一ーに及んだが，最も注目すべきことは「ニ
ッサン」の大混乱が，残りの日本の自動車メーカーヘの警鐘であったという
ことにある。そして各メーカーはこぞって自社の類似の型の自動車に予防の
ための「健康管理システム」を常設した。
上にあげた事例は最も顕著なものとはいえないかもしれないが，日本の自
動車業界においては品質のバロメーターがいかなるものであるかをじゅ分
に，そしてわかりやすく説明している。ここである原則的な局面を考慮に入
れなければならない。この問題は，単に自動車製造業者だけでなく，それ以
上に一連の鎖，すなわちユニットを揃える納入業者や請負人， 1台の自動車
の組み立てに必要とされる 7,000から 1万の部品製造に従事する下請け業者
をも包含しているのである。
整然と効果的に機能しているコンベアー組織，良質の組み立て，ロボット
化された管理，これらはすべて製品の大衆化を可能にしている，いわば「ワ
ン・オプ・ゼム」であり，合理化や機械化の導入によって生産コストの水準
を規制することのできる「テコ」の一つである。だが高品質の自動車を生産
しているのは自動車会社自身ではない。これから自動車に完成されていくも
のの70彩を製造しているのは，実は他の企業や会社なのである。したがっ
て，高品質の自動車を製造しているとして「ニッサン」や「トヨタ」の評判
は高いが，最大の貢献者は数万にも及ぶ世界に知られていない他の会社，す
なわち「上層部へ供給を行っている」広大な裾野を持つ自動車工業界なので
ある。
何よりも良質でなければならないのは原材料と動力である。専門家が主張
しているように， 後者，すなわち動力がとくに重要である。「電力の純度」
に関わるすべての技術の鎖は，自動車製造だけでなく，経済全体においても
妥当する。
「日本の自動車一ー あるソ連新聞記者から見た日本自動車工業論ー 一」（井上） (537)95 
いつのことであったか著名な経済学者の 1人がわたくしに，次のように言
ったことがある。「ソ連は大きな不良品の問題をこれまでに解決していない。
当分，市営住宅の天井からぶら下がった電球が電圧変動のためちらつくとい
う現象はとまらないだろう」と。 だが， これはけっして適切な表現ではな
い。というのは，たとえ人間の代わりにロボットだけを残して全工程を機械
化しても，「汚れた電気」が機械に不良品を作らせることになるからである。
つまり，送電網のなかの偏差ひとつひとつが技術的な障害と等しくなるから
である。
ここでロボットについて言及しておこう。日本の機械産業は，まさにロボ
ット化そのものに優れた品質の恩恵を受けているという観念がわれわれの間
に定着しているが， しかしまだまだ実際とは程遠い。機械の使用が多いこと
は事実である。とくに組み立て工程や塗装作業での普及率は高い。しかし，
ロボット化されている部分は，その先駆者として自他共に認める日本の企業
の間でさえ，現在までのところ 20~30彩にしかならない。「ニッサン」が40
形水準を最高課題としてこの目標を設定したのはつい最近のことであるが，
この課題を実現するために莫大な資金と入念にして根気のいる努力を傾注し
ても，最低 5年はかかるだろう。今日，自動車メーカーはロボットなしでは
おそらくやっていけないだろう。しかし，ロボットを導入しても成功への確
たる保証はない。
これに関連して，最初「トヨタ」に登場し，その後他の自動車メーカーに
ひろがっていった有名な「優良班」について少し述べておくのも無駄ではな
いだろう。日本の製造システムにおけるこれらグループの意義はきわめて高
い。そのグループが実践しているのは，実際のところ品質ではなく，大部分
は生産の合理化，製品原価の切り下げ，個々の部門の仕事の能率アップの問
題である。その主要目標は追加的な費用を投入することなく生産性を向上さ
せることにある。より正確にいえば，費用削減に際しても，どのようにして
部品を組み立てるのか，あるいはどれほどネジがしっかりと締まるのかとい
うことの監督ではなく，換言すれば製品そのものの質ではなく，労働組織の
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質についていっているのである。このことは生産者に対して実感できる利益
をもたらし，価格競争力の基礎となっている。ところが消費者の方は質を別
の面から解釈している。つまり自動車の耐久性，安全性．快適性に自動車の
質を求めているのである。
結局のところ，日本の自動車の高品質の源泉は下請け会社のシステム，関
連工場の領域に求めなければならない。
ある大学教授は， 次のように主張する。「日本の製造業者が依存している
のは下請け業者からの量的な納入だけではない。まず何にも増して質的な供
給に依存しているのである。「トヨク」と「ニッサン」は， 例えば自動車製
造に関わる全作業の70~80彩を「ほかへ」まわしている。ちなみにGMはわ
ずか30彩である。これに関してパラドキシカルなのは，日本の製造業者は少
数の下請け業者しか有しておらず，それらと直接につながっていることであ
る。「トヨク」にはたった260のパートナーしかいないし，「ニッサン」にい
たってはわずか180社である。ところが一方， GMには約1万2,000社の納入
業者がおり，フォードは4,000社，そしてクライスラーは2,000社の納入業者
と関係をもっている。
アメリカの自動車業界はバートナーとの長期間にわたる仕事の関係を避
け，短期間の商取引を基礎として契約を結ぶ（この点に関していえば， GM
やフォードも近年にいたって，日本車に性能的にも価格的にも対抗しうるよ
うにとの戦略から，納入業者を厳選し，できるだけ長期間の契約を締結する
傾向に変わってきている—注井上）。 したがって，製造業者と下請け業者
の間には対話が生まれず，技術やマネジメントに関する情報交換面での意思
の疎通を欠いている。
さて， 日本のシステムに戻ると，ここでは広大な底辺を持つビラミッドの
原理ですべてが成り立っていることが理解できよう。自動車会社とその主要
な納入業者は一頂上にすぎない。なぜならば，納入業者自身， 実は4,000~
5,000の下請け業者をかかえており，その下請け業者の方も， 今度はさらに
階層的に 2万~3万の子会社に注文をバラ撒いているからである。
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このヒ゜ラミッド内部の関係は長期の協力にもとづいていて，その紐帯感は
きわめて強い。そしてあらゆる部分が，まるで一つの有機体のように機能し
ている。このようなシステムを構築しているからこそ，日本の自動車製造企
業は原価切り下げ，生産性向上などの目標設定が可能なのである。
しかし最も注目すべきことは，このことによっても製品の品質が保証され
るようになっているという点にある。検査は，事実上，ビラミッドの全階層
で行われ，生産工程上のどこが「調子が悪い」のか，即座に判定できる。そ
れが可能になるのは万事が納入業者の限られた専門化に基づいているからで
ある。納入業者へのボルトやナットでさえ，いろいろな会社が作っているの
である。」
上の説明からわかるように，製造業者にとっての基本的な課題は，関連エ
場と相互に悪口を言いあうのではなく，それらが時勢に遅れずに経営を遂行
していくのを全力を尽して支援することにある。
「隣人（＝関連工場）を愛せよ。そして彼を大事にせよ」。 このスローガ
ンは，おそらく日本製品の品質についてのエヒ゜グラム（警句）ともエヒ゜ロー
グ（結語）ともみなすことができよう。とはいえ，わたくしは自動車メーカ
ー自身の役割を過小評価しているわけではない。メーカーの努力があればこ
そ，結局，すべての技術の連鎖がしかるべき水準にまで向上しているからで
ある。しかし，認識してもらいたい，「裾野のない頂上など存在しえない」
ことを。
ざっくばらんな表現をすれば，今日の日本には「スーパー自動車会社」は
存在せず，あるのは「自動車族」一―-トヨタ，ニッサン，マツダ，ホンダと
いった「族」だけといわなければならない。その中で製造業者が「総司令
官」になるのであるが，それも数多の中間の，小規模の，あるいは全くの零
細な会社からなる仕事のパートナーという「軍隊」に支えられている限りに
おいてである。それらなしでは，日本の自動車業界は，おそらく現在の姿に
なっていなかっただろう。
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自動車の飽和の水準という観点からすれば， 日本の自動車の飽和は，けっ
して世界記録保持者の中に入っているわけではない。人口で割ると 4人に
「たった」 1台にすぎない。ちなみにヨーロッパでは平均して 2~3人に 1
台，アメリカ合衆国では 1.7人に 1台以上である。事態の主因はもちろん日
本の自動車工業の遅れにあるのではなく，日本人に課せられた客観的•本源
的な本質そのもの，つまり全国民の自動車化のためには， 日本にはあまりに
もわずかな場所しかないことにある。すべての道路の向上にとって，メガロ
ポリスと呼ばれている都心部の地価はあまりにも高く，今日ではすでに過剰
な数の車に悩んでいるというわけだ。愛すべき日本人が計算した統計による
と，日本中のすべての自動車を並べると，それは日本を縦横に走る高速道路
の長さよりも長くなるという。
このことは，日本の自動車メーカーとどのような関係をもつのであろう
か。もっとも率直なものは，国内市場の飽和は製造業者に輸出を促進させ，
デザインと研究の修正を迫り，そして好まれる方法で製品の需要喚起を強い
るということであろう。これらの戦略のそれぞれは個別に検討するのに値す
るが， 日本の自動車が外国のライバルとの激闘の中で，どのような方法によ
って支えられて勝ち抜いているのかを詳細に論じることが望まれる。とりわ
け，生産の合理化に論及することが日本の自動車製作の上で最も興味深い側
面のひとつである。
信頼のおける統計によると，日本では自動車 1台製造するのに14人，アメ
リカでは33人の労働者が必要であり，ボディの製造ではそれぞれ2.9時間と
9.5時間を要する。またモーターは同2.8時間に対して6.9時間かかる。総計
してこの差を金額であらわすと，日本の車は生産コストにおいて33万円（約
1,600ドル）もアメリカ車より安いのである。
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この総計が，アメリカと日本の巨大自動車企業の賃金の較差となってあら
われ，「日の出ずる国」の方がはるかに経済的である。 これは，日本の自動
車メーカーの合理化投資に起因するといってよい。
労働の生産性とオートメション化の施行―これは，有効性を求めるもう
一つの最も有名な中心的な闘いである。とくに，このプランにおいては，日
本の会社は自動車組み立て段階で成果を上げているのが印象的だ。例えば半
年前，「ホンダ」は世界で最も速いコンベアーを作動させた。そのコンベア
ーからは42秒毎に 1台の車が流れ出し， 1日に 2,000余台の自動車がライン
オフされる (15年前では，この生産段階の絶対的な記録120秒毎に 1台， 1 
日に300台であった）。日本人は「変幻自在コンベアー」の活動を組織する先
駆者になった。つまり一度に60種までの車が生産される組み立て回路を組織
したのである。
この装備によって「ホンダ」は 2工場で21の主要な車のモデルを生産する
ことに成功した。ところが「ホンダ」はけっしてチャンビオンではない。例
えば「ニッサン」は43モデルを，そして「トヨク」は41のモデルを生産して
いる。そしてそれぞれの主なモデルは10種位のバリエーションをもってい
る。
他の「ビオニールの傾向」（ビオニールとは 1922年に全連邦的に組織され
たソ連の共産主義少年団で，実践的な活動を通じて，将来の共産主義社会建
設者にふさわしい訓練を授ける一一注井上），これは新しい車の開発と創造
に際してのコンビューターによる設計である。コンビュークーは，自動車工
業においてかつてみたことのないほど新作の進歩のための扉を開いた。今
日，日本の自動車メーカーは製造されるモデルを 2年毎に更新，つまりモデ
ル・チェンジし，そして原則的に，シリーズに4年毎に新しいラインを付加
している。この指標からすると日本のメーカーはアメリカの競争相手を 2倍
引き離していることになる。
コンビューター導入が合理化に影響を及ぽす他の要因をみておかなければ
ならない。今日まで国内経済に沿い，主要な手段を用いた闘いの中で現われ
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たのは，やはりロボットの，それも異国情緒ではなく，より平凡で決まりき
った方法による表現，すなわち「トヨタ」によって開始され， 「ホンダ」や
他の自動車会社において考え出された方向への歩みである。
合理化を通じた「トヨタ」のこの計画においてのもっとも著しい成果は，
60%以上という天文学的利益の増加をもたらした。企業の経済的繁栄の秘密
のひとつは，消費者にとって選択肢が多いこと，より少ない生産コスト，ょ
り高い収入である。これは正しいけれども，いかなる数量的成長にも限界が
あり，市場の可能性として他に考えられる要素は質の向上である。しかしな
がら，ここには道理にかなって差異が存在する。例えば，「トヨタ」におけ
る製品の欠陥率は0.996にのぽっている。
そこで，企業成長のための 3つ目の推進力として労働生産性の向上と生産
費の引き下げが浮上してくる。会社のトップ・マネジメントは，この方法に
は限界がないかも知れないと考える。
「トヨタ」における製品の生産コスト引き下げの要因のひとつは，「規定
時間を守るシステム」である。端的に言えば，このシステムは中間在庫を少
なくし，納入業者が決められた時間通りに決められた数だけ補充するシステ
ムである。「トヨク」の平均的な部品在庫は 2~3時間分， 最高でも半日分
しかない。これに比ぺてアメリカの自動車会社は，最低でも 1カ月分の在庫
をかかえている。「過剰な在庫は資金や時間のムダ使いであり， 非合理的な
土地利用にすぎない」，これが「トヨタ」生産方式の大原則なのである。
' 「トヨタ」についてのもう 1つの考察は「カンバン」についてである。「カ
ンバン」とは注文，請求などを示す文字通りの「看板」であり，同業組合や
労働者の秩序を暗示する全体的理解であるといえよう。メッキを施された金
属の板に罫をひいたリスト＝カンバンを介して，全労働者の交替やすべての
可能性の保障が調整される。
では，このような方法には失敗はありえないのか。もちろん，このことか
ら誰も保険をかけられているわけではない。
すぺての大規模な日本の自動車メーカーは生産の合理化に努力する労働者
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構造をもっているが，それはいかなるロボットをも凌ぐほどの有効性を有し
ている。それを作り出し機能させるためには管理者の力がじゅう分でなけれ
ばならない。労働者に対する物質的刺激でさえ，この小箱を成功的に開ける
「かぎ」とはならない。必要なものはマネジメントなのである。
日本のスペシャリストは次のように考えている。すなわち企業のトップに
よる効率的な経営方針や独創的な経営戦略がなければ，どのような企業であ
れ空回りをして，ついには不振に陥ってしまうのだと。
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話を日本の自動車の，アメリカやヨーロッパの車に対する長所， 仕事の
「知的な」方面，つまり設計や企画といった方面にもっていくと，それにつ
いて論じられることはもっとも少ない。通常は大量生産，低い原価，あるい
はマネジメントに論点の基礎がおかれる。おおむね， この傾向は理解でき
る。日本の技術者の頭脳が外国の設計者のそれより優秀であり，効率的であ
ると主張するのは不作法というものだ。しかし，世界の自動車製造のある段
階—1970年代のどこか—で，日本の自動車の発想は他のものより早く，
しかも質的に新しい方向へ向かい始めたこと，さらにその方向は今日，決定
的に重要な意義をもっていることを指摘しておきたい。
世界の指導的なメーカーが相変わらず自動車を，何よりも伝統的な移動手
段としかみなしていないときに，日本人はもっと広角的に照準を合わせてい
る。すなわち自分たちにとっての車は総合的なハイテク技術を駆使した製品
であって，移動ないし交通という使命は，他の多くの機能のうちのひとつの
側面でしかないのである。アメリカやヨーロッパのライバルはこの方向転換
の点で時期を逸した。日本のメーカーからの生産面での立ち遅れは企画面で
の遅れという形をとって深刻化している。企画面での競争ははるかに深刻で
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ある。というのは，自動車は単に経済部門だけではなく新技術，電子工学，
精密化学などの分野に関わってくるからである。
日本の自動車メーカーのなかで，先駆者としてこの道に足を踏み入れたの
は「ニッサン」である。ちょうどこの時期，同社では株価が下落し始め，財
政問題も見通しが立たない状況であった。態勢を整えるために「何か」思い
切ったことに着手することが焦眉の急務となり， 「ニッサン」はその主要な
方向として 2つの方針を打ち出した。年を経てその方針が完全に正しかった
ことが証明されたのであるが， それは，「自動車へのエレクトロニクスの広
範な導入と新素材の使用」であった。「ニッサン」は財政困難をかえりみず
に，加速度的に科学に資金を注ぎ込んだ。すなわちこの目的のために10億ド
ルの資金と 8,000人以上の技術設計者を投入したのである。
大きな反応があったのは1978年，同社が自動車業界で初めてコンベアー・
システムによって電子キャプレターを生産したときであった。その後他のユ
ニットの電子化が続いた。現在の自動車には他のどんな消耗品よりも多くの
エレクトロニクスが用いられている。例えば「ニッサン」のモデル「レオパ
ード」には201のトランジスクーを含む343の半導体が使用されているのに対
して，テレビジョンには平均わずか20のトランジスターと 4つの集積回路が
用いられているにすぎない。
自動車が複雑になればなるほど，そのなかの電子部品の容積は増す。この
電子部品はいまや燃料規制，プレーキ・システムその他すぺてをつかさどっ
ている。最新モデルの「自動車の心臓」はもはやモーターではなく，運転手
の機能を除いたあらゆる機能，すなわち従来，人間の責任であったことを制
御するコンビュークーである。もっともここでも前進が認められ， 「ニッサ
ン」や他の企業の一連の開発の中で，自動操縦装置が適用されている。具体
的に例えば，エレクトロニクスは命令によって独りでアクセルの圧力を調整
しながら決められたスビードを保ち，道路表面の状態に応じて安全な走行間
隔をとり，エンジンの作動と燃料消費量の基準をセットし，さらには排気ガ
スの「清浄」すら制御する。ちなみに日本では， 1965年に排気ガスの許容基
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準量が決められた。爾来，再三にわたってその基準は厳しくされてきている
が，それが日本の自動車を今日，世界でもっとも「環境上きれいな」ものの
一つにしているといえるだろう。
2番目の方針 新素材の使用ーはどうかというと，「ニッサン」が始
めた競争は，現在，デザイナーらの「固定観念」を一変してしまった。プラ
スチックをボディの製造に応用するという実験規模的な小さな試みから始ま
り，セラミックのローターやエンジン成分，合成のバンパー，プラスチック
の燃料タンク，セラミックのベアリング，炭素のラジエーターなどあらゆる
部分のコンベアー生産にまでまたがっている。
最近の統計資料では，自動車製造に際しての原料の「品目」についてみる
と，以前から用いられていた素材は近年70彩位にまで，その割合を減じてい
る。それに代わってプラスチック，樹脂，セラミックなどの非鉄金属系の材
質が原料の「メニュー」の中で20形のシェアを占めるまでになった。ここで
重要なことは，この傾向は設計者の気まぐれや流行ではなく，綿密な計算に
基づいていることを強調する必要があるということだ。自動車の重量を 100
kg減らすごとに，スビードや機動性への「配当」があることはいうまでも
なく，燃料を10形も節約することにつながるのである。
しかしながら，完全なプラスチック製自動車が誕生するまでの道のりはは
るかに遠い。なによりもまず， 日本では鋼鉄がフ゜ラスチックよりも安<, 2 
分の 1の価格である。ところがアメリカではその比率が逆で， 日本の自動車
メーカーの危惧は，アメリカが必ずやこの事情を利用するだろうというとこ
ろにある。
しかし，手を棋いているのは日本の伝統ではない。例えば， 「ニッサン」
は，最終的な製品，すなわち完成車のなかの新素材の割合を「段階的に」増
加させるプログラムを開発した。その主要課題は，金属代用品の採算性の問
題を克服することにある。「トヨタ」は別の方法をとった。 そこでは「サン
ドイッチ」の原理で，金属とプラスチックの合成品の探究を始めた。その結
果，性質上鋼製と変わらないが，それより20形も軽い，全く新しい三層の素
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材が開発された。「ホンダ」はアルミニウムのファイバーとセラミックとの
合成について研究を重ねた。そして専門家の人々をさえも短期間のうちに 2
度も驚かせた—――最初はボディの4096が複合の合成物でできた車を作り，次
にアルミニウムの自動車を生産することによって一一。
このような技術的な精巧さに興味をもつのは，ごく特定された専門家だけ
ではなく，なによりも素人の消費者であった。事実上，日本人にとって自動
車は住居の延長，端的にいってしまえば，その一部分となり，それぞれの主
人が好みに応じて思い思いに配置し，その「コーナー」を自分の書斎にかえ
てしまっている。かなり以前から自動車の付属品のなかにテレビジョン，電
話，ステレオ，冷蔵庫があげられ，希望によって客席には光と音のファンク
ジー，さらには血圧測定や心電図撮影用の機器をとりつけることができる。
自動車のバリエーションには上水道と下水道を除くすべてのものがあるよう
に思える。
わたくしはもう一つ別の章を設けて，日本の自動車についてのおもしろい
実例をあげることができたかもしれない。しかし，よくいわれるように，新
聞はどうにでも解釈のできるものではない。したがって，日本の自動車に関
する話のうちで多くの詳細にして価値ある部分を，必然的に犠牲にしなけれ
ばならない。「かぎ」となるのは， 新しい種類のエネルギーや燃料資源， 国
内商取引や国際事業を展開するに際しての日本企業の経営戦略である。
日本の自動車製造は，今世紀初頭，新しく登場した分野にかなり厚い「支
援」を行った造船業の庇護の下に，手塩にかけて育てあげられてきたことを
ご記憶の方もあるだろう。今日， 20世紀の終わりに臨んで歴史は新しい展開
で繰り返されている。頂点に達した権勢は，自動車会社をそれによって日本
がこれから千年生きることになるような方向を向くように監督している。
「ニッサン」は自社でロケット技術と宇宙開発部門を展開させ，「トヨタ」
は遠距離交信関連機器とファイバー光学に取り組み，「マツダ」は工業セラ
ミックに期待をかけ，「ホンダ」はコンビュークーを磨いている。
今までに述べてきたことすべてから， われわれは何が得られようか。「満
「日本の自動車ー あーるソ連新聞記者から見た日本自動車工業論一」（井上） (547)105 
腹な人には飢えた人がわからない」という原理にしたがえば，われわれはこ
れら全部から，そしてわれわれにはこれら全部が，はるかに遠いところに位
置していることを知っている。しかし，歴史的悲観論から離れれば，いくつ
かの考えや意見がやはり役立つだろう。わたくしの目から見て他の経済が空
転しているかぎり，模範的な製品を作る工場を建てることもできず，まして
一つの分野を確立することなどできない。つまり全体を離れて「個別にとり
あげられる」成功などありえないのである。さらにもう一言付け加えておく
と，われわれは「日本人」に関してももっと学ばなければならない。
